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１  設置の趣旨及び必要性 

ア  学部等設置の理由及び必要性 

1949（昭和 24）年に発足した新制の大阪市立大学にあって商学部は、1880（明治 13）年に商都

大阪に設立されたその源流たる大阪商業講習所や、1928（昭和 3）年創立の前身旧制大阪商科

大学（大阪商大）の正統的な伝統を引継ぎながら、経済界（実業界）のみならず、学界や地域で活

躍する有為な人材を数多く輩出してきた。 

ところで、経済産業省が 2008 年に公表した『ソーシャルビジネス研究会報告書』や 2011 年に公

表した『ソーシャルビジネス推進研究会報告書』をみてもわかるように、社会的課題を解決する社会

的企業の役割が指摘され、営利企業とは一線を画す公的機関・非営利組織等のマネジメントの重

要性が叫ばれている。また、『中小企業白書（2019 年度版）』によれば、大阪府における中小企業

の数は東京都に次いで多く、大阪は文字通り「中小企業のまち」と呼ぶにふさわしい。さらに SDGs

が世界的に注目を集め、CSR（企業の社会的責任）に取り組む企業が増加している。商学部はこの

間、長く商学部商学科という 1 学科での教育体制であったが、上記のように社会的関心が多様化

し、地域や公共・非営利分野で活躍する人材の育成が求められる社会的要請に応えるべく、2018

（平成 30）年 4 月に従来から存在している商学科に加えて、新たに公共経営学科を設置し、公的

機関や非営利組織、地域企業（中小企業）、CSR（企業の社会的責任）等について重点的に学ぶ

機会を拡大した。商学部の前身である大阪商科大学の時代には「市政科」というわが国でも珍しい

独自の学科が存在し、その知的伝統が大阪市立大学発足後にも引き継がれてきた。公共経営学

科の設置は、このような商学部独自の歴史的遺産を時代に即した形でリニューアルさせる試みで

ある。 

大阪府立大学経済学部は 1954（昭和 29）年、浪速大学（1955（昭和 30）年に大阪府立大学に

名称変更）に大阪の産業振興を担う人材の育成を使命として設立され、創設以来、経済、政治、教

育、文化の分野で貢献する人材を輩出してきた。経済学部では、経済学、経営学とそれらに関連

する法学の理論的・実証的な知識を教授し、多面的・学際的にも思考できる人材を育成してきた。

2012（平成 24）年には大阪府立大学における学域・学類制の導入に伴って、Society 5.0 と呼ばれ

る AI や IoT 技術の重要性が増す時代の要請に応えるべく，現代システム科学域マネジメント学類

に改組された。このマネジメント学類では，「社会的問題に関する課題を発見し、必要な情報やデ

ータを収集し、それらを用いて現状を把握し、仮説を発見し検証する能力を身に付ける」ことが教

育目標の一つとして掲げられた。 
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大阪市立大学と大阪府立大学との大学統合により、大阪市立大学商学部（専任教員 29 名）と

大阪府立大学現代システム科学域マネジメント学類に所属する経営学分野の教員（専任教員 6

名）、新規で着任予定の 5 名を加えた計 40 名は、経営学・商学・会計学に関する教育研究をおこ

なうため、新たに「商学部」として統合し、運営にあたる。新たに誕生する商学部は上記の社会的要

請に応えるため、大阪公立大学においても、大阪市立大学商学部における「商学科」と「公共経営

学科」の 2 学科体制を維持・継続するものである。 

なお、「学生の確保の見通し等を記載した書類」のとおり、本学部においては、長期的かつ安定

的に学生を確保することができる。 

 

イ  人材養成の方針及びディプロマ・ポリシー 

商学科・公共経営学科に共通して、常に見据えているのは「現実」であるが、単に表面的な事実

や技術の修得ではなく、同時に、その背景にある理論や歴史を重んじる「理論と実務の統合」を理

念とする。それを具現化するのが「考える実学」であり、時代の要請を受け入れつつ、形を変えなが

ら「考える実学」を実践する人材の養成に関する目的、その他の教育研究上の目的として、 

① 経営学・商学・会計学の学問的知識を身につけ、倫理観と責任感を持ってそれらを活かすこと

のできる人材を養成する。 

② 企業のみならず、公的機関（自治体）、NPO/NGOなどのマネジメントの分野で活躍できる人材

を養成する。 

③ 課題発見能力と課題解決能力を身に付けた個性と社会性あふれる人材を養成する。 

上記①～③にもとづき、商学部では、単に表面的な事実や技術の修得ではなく、同時に、その

背景にある理論や歴史を重んじる「考える実学」を身につけた者として、以下の能力を獲得した者

に学位を授与する。 

【ディプロマ・ポリシー】 

① 経営学・商学・会計学に関する基礎的知識から専門的知識までを体系的かつ主体的に修得し、

倫理観と責任感を持ってそれらを活かすことができる。 

② 現代の企業や社会が直面する多様な課題や問題を自ら発見し、分析し、解決する能力を身に

つけている。 

＜商学科＞ 

商学科では主に企業のマネジメントで活躍し、社会の持続可能な発展に貢献できる、次の能力

を獲得した者に学士（商学）の学位を授与する。 
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（1）経営学の観点から企業が直面している諸問題の構造を分析し、その諸問題に対してどのような

行動をとることが望ましいかを明らかにし、社会の持続可能な発展に貢献する能力を身につけてい

る。 

（2）国内外で活動を展開している企業が直面している諸問題の構造を分析し、その諸問題に対し

てどのような行動をとることが望ましいかを明らかにし、社会の持続可能な発展に貢献する能力を

身につけている。 

（3）企業の産業的基盤に関する実証的な見解を身につけている。 

（4）経済活動の中で流通組織がもつ機能と役割を理解する知識を身につけている。 

（5）財務会計および管理会計の役割を理解する知識を身につけている。 

 

＜公共経営学科＞ 

公共経営学科では経済の地域性や企業の社会性に関心をもち、企業のみならず、地方公共団

体、NPO/NGO などで活躍するマネジメント能力を身につけるとともに、次の能力を獲得した者に

学士（商学）の学位を授与する。 

（1）企業の社会的責任や環境・社会政策のあり方を理解する知識を身につけている。 

（2）地域における組織の協働や地域資源の活用を通した地域の内発的な発展を理解する知識を

身につけている。 

（3）地域や都市の発展や活性化を含め、地域におけるビジネスあるいは産業を分析する知識を身

につけている。 

（4）産業立地や産業集積など産業の地理的な側面を分析する能力を身につけている。 

 

ウ  研究対象とする中心的な学問分野（複数可） 

商学部では社会における財・サービス生産の担い手である企業（公的機関を含む）を研究対象

としており、企業活動を経営学・商学・会計学のそれぞれの分野から研究・分析をおこなう。 

 商学科・公共経営学科ごとの教育提供科目のイメージは、＜表 1＞教育提供科目のイメージを

参照されたい。 
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＜表 1＞ 教育提供科目のイメージ 

 基礎・共通 経営学 商学 会計学 

 

商 

学 

科 

経営学 

経済学 

会計基礎論 

経営学概論 

商学概論 

財務会計概論 

管理会計概論 

外書講読（経営） 

外書講読（会計） 

など 

経営管理論 

経営戦略論 

国際経営論 

など 

商業論 

金融機関論 

技術論 

など 

財務会計論 

管理会計論 

企業評価論 

など 

公 

共 

経 

営 

学 

科 

公益事業論 

ソーシャル・ビジネス論 

ビジネス・モデル論 

など 

中小企業論 

地域経営論 

産業立地論 

など 

公会計論 

社会関連会計論 

中小企業会計論 

など 

  

エ  教育研究上の数量的・具体的な到達目標等 

・該当なし 

 

 

２  学部・学科等の特色 

1880（明治 13）年設立の大阪商業講習所を源流とする大阪市立大学商学部は、2020（令和 2）

年に創立 140 周年を迎える歴史と伝統を有している。戦前から、一橋大学（旧東京商科大学）、神

戸大学（旧神戸商業大学）とともに「三商大」の一角を担い、わが国有数の学部として、今日まで常

に日本の経営学・商学・会計学の分野をリードしてきている。 

経済を構成する最小単位であり、社会における財・サービス生産の担い手は、営利・非営利を問

わず「企業」である。その活動を通して、商学部では「生きた経済」を教育する。常に見据えている

のは「現実」であり、「実務」ではあるが、小手先の実学を学ぶ場ではない。「理論と実務の統合」を

学風とする商学部では、同時に理論や歴史からのアプローチを重視する。それを象徴するのが

「考える実学」の思想である。 
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商学部での教育の最大の特徴は、分野毎に精通する経験豊富な教員で構成されている教員組

織を強みとした少人数でのゼミナール制度を採用することである。加えて、本学部が作りあげる教

員組織からバラエティ豊富な科目を多数提供することにより、学生に自発的で複合的な学びの場

を提供することができることである。専門ゼミナールにおいては教員や学生間での徹底的な討論を

通じて自分の頭で物事を考え、課題を発見・分析し、それを明確に表現できる能力を養うために、

きめ細かな教育が行われている。また、多角的な学びとして商学部で設定する科目群のみならず、

経営学・商学・会計学の学びを深める上で関連する各学科間での融合や、経済学部や法学部が

提供する他学部の科目との融合についても積極的に促し、学生の好奇心や探求心を多角的に深

めることができる展開科目という科目群を設定することも、「考える実学」を象徴するひとつの特徴と

してあげることができる。これらの考えを体系的に提供していくことで幅広い視野での専門的な知

識向上を目指す。 

「考える実学」を具現化するカリキュラム体系性の指標として後述する「６ 教育方法，履修指導

方法及び卒業要件」の「エ 履修モデル」では、いくつかの学びの形を示す。 

上記のように、商学部は実社会との交流を重視する「考える実学」のコンセプトを基礎に、時代を

見通せる能力の育成を目指す。また、都市に基盤を置きつつ世界的な視野に立って、経営学・商

学・会計学に関する教育研究の発展と先端的な研究の成果を活かした教育の発展を目指す。 

 

 

３  学部・学科等の名称及び学位の名称 

ア  学部・学科等の名称及び当該名称とする理由 

「商学部」：「商学科」・「公共経営学科」 

（理由）経営学・商学・会計学に関する教育研究をおこなうに際し、公立大学法人大阪として明

治以来の大阪商業講習所や大阪商科大学の伝統を引き継ぎつつさらなる発展を目指すため、

「商学部」を継承する。また、「商学科」に加えて、地域や公共・非営利分野で活躍する人材の育成

が求められる社会的要請に応えるため、2018（平成 30）年 4 月から新たに設置された「公共経営

学科」を継承する。 

 

イ  学位の名称及び当該名称とする理由 

「学士（商学）」 

（理由）学部名称は「商学部」であり、学士（商学）を継承する。 



 

7 
 

ウ  学部・学科等及び学位の英訳名称 

商学部 School of Business 

商学科 Department of Business  

公共経営学科 Department of Public Management 

学士（商学） Bachelor of Business 

 

 

４  教育課程の編成の考え方及び特色 

ア  教育課程の編制方針（カリキュラム・ポリシー） 

経営学・商学・会計学に関する基礎的知識から専門的知識までを体系的かつ主体的に修得し、

倫理観と責任感を持ってそれらを活かすこと、現代の企業や社会が直面する多様な課題や問題を

自ら発見し、分析し、解決する能力を身に付けることが商学部としてのディプロマ・ポリシーである。

それを象徴する「考える実学」を学風とする商学部では、理論と実務のインタラクション

（interaction；相互作用）を意識しつつ、基礎から専門へ幅広くかつ体系的に学べるカリキュラムを

編成する。 

基幹教育科目に加えて、商学部が提供する科目区分については各学年の学修習熟度に合わ

せた学びを提供するために、商学科・公共経営学科ともに「学科共通基礎科目」・「学科共通専門

科目」・「学科共通外国語科目」・「学科専門科目」・「展開科目」の 5 科目群から成り立っている（教

職課程には「教職科目」が加わる）。 

商学科・公共経営学科に共通して必要不可欠な基礎的科目と外国語科目は、学科共通科目と

して提供する。商学科では主に企業のマネジメントで活躍し、社会の持続可能な発展に貢献でき

る学生を育てるディプロマ・ポリシーにもとづき、経営、国際経営、金融、流通、会計に関係する科

目を「学科専門科目」として 36 単位を選択必修とする。また、公共経営学科では経済の地域性や

企業の社会性に関心をもち、企業のみならず、地方公共団体、NPO/NGO などで活躍するマネジ

メント能力を身につけている学生を育てるディプロマ・ポリシーにもとづき、地域経済、地域企業（中

小企業）、産業立地や非営利企業に関係する科目を「学科専門科目」として 36 単位を選択必修と

する。 

しかしながら、両学科で身につけるべき知識・能力は相互作用的である。例えば、企業のマネジ

メントを分析する際にも地域性や社会性の視点は重要性を増している。同様に、非営利組織にも

企業のマネジメントの視点が不可欠になっている。それを実践するのが「展開科目」であり、それぞ
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れの学科に直結する学科専門科目群を中心に学修しながらも、学科の枠を超えた他学科の専門

科目、経済学部や法学部の専門科目をそれぞれの興味・関心にしたがいながら履修し、その関心

を広げ、知識を深め、複合的な視角を養成できるカリキュラム体制を構築する。これらにもとづき、

講義や演習として提供される授業科目の学修成果は、定期試験、レポート、授業中の小テストやプ

レゼンテーションなどの平常点等の方法で評価する。その評価方法については、授業内容の詳細

と合わせてシラバスにおいて明示する。 

 

イ  教育課程の概要及び特色 

【履修順序に関する方針】 

学科共通基礎科目（6 単位必修）：1 年次には商学部で学ぶための基礎的な知識と能力を身に

付けるために「学科共通基礎科目」を設定し、この科目群には「経営学」、「経済学」、「会計基礎

論」の 3 科目を配置する。この 3 科目については経営学・商学・会計学の学びを深め、商学部で

「考える実学」を体現していくために必要不可欠な学びと位置付けており、必修科目として設定す

る。 

学科共通専門科目（6 単位選択必修）：1～2 年次より提供していく。これにより、「学科共通基礎

科目」にて修得した学びを深め、3 年次以降に履修する「学科専門科目」への橋渡しとしての役割

が期待される。具体的には、「経営学概論」、「商学概論」、「財務会計概論」、「管理会計概論」など

を配して、商学部の専門分野である経営学・商学・会計学に関する基礎的な知識と能力、学問的

関心を身に付ける。また、ビジネス教育に関する演習科目である「キャリアデザイン演習」、「プロジ

ェクト・ゼミナール」などを配置する。 

学科共通外国語科目（6 単位選択必修）：2 年次から導入される「学科共通外国語科目」につい

て、「外書講読（経営）・（経営情報）・（商学）・（ファイナンス）・（会計）」、「ビジネス英語」、「ビジネ

ス・コミュニケーション」、「ビジネス・トピックス」を配置し、基幹教育科目とは異なる角度から、ビジネ

スや商学部の専門に関する外国語の能力と知識の習得を目指す。 

以上は、商学科、公共経営学科に共通した学科共通の科目群である。 

2 年次後期（在学年数が 1 年未満の学生については 3 年次後期以降）の学科選択により、商

学科、公共経営学科のいずれかの学科に所属し、主として 3 年次前期から学科専門科目を中心

に専門的な学習を行う。学科選択については、2 年生の前期に学科の説明会を開催し、その説明

などを参考にして学生は学科希望届を提出する。学生の志望動機や適性にもとづいて所属する

学科を決定するが、その際、専門ゼミナールの所属についても学科の説明会の前後で公表し、志
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望する専門ゼミナールも選択する。学科の学生定員を超過する所属希望があった場合には、GPA 

の成績を基本として選抜をおこなう。学科希望届を提出しなかった学生については、学科所属の

選抜をしなかった学科に所属することとし、いずれの学科も選抜を行わなかった場合には、定員の

充足率が低い方の学科に所属する。 

学科専門科目（36 単位選択必修）：すべての商学部生に商学部としての基礎的教育を提供す

る学科共通科目群に対して、学科選択後の 2 年次後期以降は商学科・公共経営学科のいずれか

の学科に所属し、1、2 年次で形成した専門基礎知識を活かして、商学科、公共経営学科のそれ

ぞれに配置された多様性に富んだ学科専門科目を履修する。商学科では主に企業のマネジメント

で活躍し、社会の持続可能な発展に貢献できる能力を獲得した学生を育てるべく、経営、国際経

営、金融・流通、会計に関係する多様な科目を「学科専門科目」として配置する。一方、公共経営

学科では公共性と社会性をキーワードに企業のみならず、地方公共団体、NPO/NGO などで活躍

するマネジメント能力を身につけている学生を育てるべく、地域経済、地域企業（中小企業）、産業

立地、非営利企業や CSR に関係する多様な科目を「学科専門科目」として配置する。 

展開科目（32 単位選択）：学生の関心に対して直接的に向き合う学科毎の「学科専門科目」に

加えて、その周辺領域にあって専門的知識向上の助けとなる知識や、関心を深め、さらに発展さ

せる可能性がある科目群を「展開科目」として配置する。学科の枠を超えた他学科の専門科目、他

学部の専門科目の履修が可能であり、彼らの学びを導く道標となるのが履修モデルである。 

 

商学部での教育の最大の特徴は少人数でのゼミナール制度を採用することである。1 年次のキ

ャリアデザイン演習に始まり、2 年次のプロジェクト・ゼミナール、3・4 年次の専門ゼミナールと卒業

するまで一貫した少人数教育を行っている。とくに専門ゼミナール 1・2 はこれまでの学修で修得し

た知識を基にし、担当教員との徹底的な討論を通じて自分の頭で物事を考え、それを明確に表現

できる能力を養う。専門教育に一定の方向性を与え、学生の興味関心をより具体的なものに昇華

させていくのが専門ゼミナールである。「専門ゼミナール 2」を履修する場合は、「卒業論文」も合わ

せて履修することが求められる。 
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５  教員組織の編成の考え方及び特色 

ア  教員組織編成の考え方 

商学部における教育が常に見据えているのは現実であるが、単なる表面的な事実や技術の修

得ではなく、その背景にある理論や歴史を重んじる「理論と実務の統合」を理念としている。それを

実践するため、学生を多様な興味や関心に導く専門科目を提供するに十分な知識と経験を有す

る教員をバランス良く配置する。 

専任教員は大阪市立大学商学部（専任教員 29 名）と大阪府立大学現代システム科学域マネジ

メント学類に所属する経営学分野の教員（専任教員 6 名）、新規で着任予定の 5 名を加えた計 40

名である。商学科にはディプロマ・ポリシーにもとづき、経営、国際経営、金融、流通、会計に関係

する専門科目を担当する専任教員 27 名を配置し、公共経営学科にはディプロマ・ポリシーにもと

づき、地域経済、地域企業（中小企業）、産業立地、非営利企業、CSR に関係する専門科目を担

当する専任教員 13 名を配置する。 

なお、教育研究上の管理運営については教授会が司るが、学部教育の根幹を担う専門ゼミナ

ールは、専任の教授または准教授のみが担当するなど専任教員が教育の運営に積極的に参画

し、責任をもって取り組む。 

 

イ  教員組織編成の特色 

商学部が養成する人材像を実現するため、商学科では 5 つ、公共経営学科では 4 つの履修モ

デルにしたがって専門科目を提供する。これらの 9 つの履修モデルは社会の持続可能な発展に

貢献する能力、マネジメント能力を身につけるために本学部が中心と考えている分野に基づいて

作成されており教員組織は履修モデルを担うにふさわしい構成となっている。 

どちらの学科においても、それぞれの履修モデルにしたがった学生の関心に直接的に対応する

専門科目を担当できる専任教員を配置する。この直接的に対応できる教員が専門ゼミナールの指

導教官となる可能性が高い。また、同じ学科においては学生の関心を拡張し、増強する科目を担

当する教員を配置する。さらには別の角度から企業や経済社会を分析する他学科の教員が配置

されており、十分な知識と経験を有する教員がバランス良く配置されている。 

カリキュラム・ポリシーで示した通り、1・2 年次では基幹教育科目に重点をおいた教育のため、必

要な専門科目については森之宮キャンパスで行うことを計画しており、学生の移動は発生しないよ

うに配慮する。また教員の移動についても時間割作成による移動の配慮を行うため、教育指導に

は支障がない。 
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ウ  専任教員の年齢構成 

完成年度における商学部全体の専任教員の職位の構成、【商学科】と【公共経営学科】にそれ

ぞれ所属する専任教員の職位の構成は以下の通りである。様式第 3 号（その 3 の 1）にあるよう

に、40 名のうち 38 名が博士の学位を有している。 

2026 年 3 月時点における専任教員の年齢構成は以下の通りである。その後任については退職

する教員の専門領域等を勘案しながら、経験豊富な教員と若い教員をバランスよく採用し、学部内

の年齢層に偏りがないよう調整していく予定である。 

本学部の専任教員のうち完成年度までに定年に達する教員が 1 名いるが、担当する授業科目

が主要科目であり、かつ、専門分野の特性等から同一専門分野の後任を直ちに確保することが困

難であることから、本法人で定める「定年退職する教員を特例として新大学で勤務する教員として

雇用する場合の取扱いについて」を根拠に、定年に達した後も特任教員の身分で主要科目を担

当する専任教員として完成年度まで雇用し、教育の実施に支障のないようにする。 

 なお、定年後雇用する教員の後任となる教員は、教員構成のバランスを考慮し、計画的にその

確保に努めることとしており、本学部（研究科）の教員組織の継続性に問題はない。その後任者

は、科目に適した教員を原則公募により広く適任者を求め、公正な採用をおこない、教員組織の

継続性に留意する。 

資料 1 「定年退職する教員を特例として新大学で勤務する教員として雇用する場合の取扱いに

ついて」 

 

【商学部】 

  職名 29歳以下 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 60歳以上 合計 

商学部 

教授 0人 0人 1人 11人 8人 20人 

准教授 0人 3人 8人 7人 2人 20人 

講師 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

助教 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

計 0人 3人 9人 18人 10人 40人 
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【商学科】 

  職名 29歳以下 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 60歳以上 合計 

商学部 

商学科 

教授 0人 0人 0人 10人 3人 13人 

准教授 0人 2人 6人 4人 2人 14人 

講師 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

助教 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

計 0人 2人 6人 14人 5人 27人 

 

【公共経営学科】 

  職名 29歳以下 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 60歳以上 合計 

商学部 

公共経営 

学科 

教授 0人 0人 1人 1人 5人 7人 

准教授 0人 1人 2人 3人 0人 6人 

講師 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

助教 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

計 0人 1人 3人 4人 5人 13人 

 

 

６  教育方法，履修指導方法及び卒業要件 

ア  教育方法等 

商学部の学生定員は 270 名であり、内訳は商学科 195 名、公共経営学科 75 名である。 

前述のように、商学部の授業科目は大きく分けて、 

学科共通基礎科目（6 単位必修）：1 年次配当 

学科共通専門科目（6 単位選択必修）：1～2 年次配当 

学科共通外国語科目（6 単位選択必修）：2～4 年次配当 

学科専門科目（36 単位選択必修）：3・4 年次配当 

展開科目（32 単位選択）：3・4 年次配当 

の 5 つの科目群に分類される。1～2 年次の配当科目は基礎的科目であるため必修科目が多く、3

～4 年次の配当科目は専門科目であり、それぞれの学生の関心や進路に応じて学びを深めていく

ことができる選択性を重視する適切な学年配当となっている。 
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展開科目の選択の幅は広く、「学科共通専門科目」から 6 単位以上を修得した場合、「学科共

通外国語科目」から６単位以上 10 単位以下の中で修得した場合、「学科専門科目」から 36 単位

以上を修得した場合、商学部の他学科の「学科専門科目」を修得した場合、他学部・学域の専門

科目を上限 20 単位とし修得した場合、基幹教育科目内の基礎教育科目より「基礎数学 A」、「基

礎数学 B」、「統計学基礎 1」を修得した場合に展開科目に算入される。商学科、公共経営学科と

もに、経営学・商学・会計学の 3 分野から多様性に富んだ専門科目を開講することにより、それぞ

れの学生の関心や進路に応じて講義科目を自由に選択できる仕組みを備えている。 

これらの考えにおいて、適切な受講生数による講義環境を維持するために、教室のキャパシティ

に合わせた履修制限を設けることや、少数人での演習科目や専門ゼミナールなどで学びを深めて

いく体制を構築する。 

これらの商学部が提供する科目は、大阪公立大学のめざす方針および大学設置基準第 21 条

に則り、単位の実質化を図るべく構成する。集中講義については、専任教員による専門科目を補う

十分な教育効果が得られる講義を設定する。なお、集中講義を除くすべての科目においての授業

期間は 15 週に設定する。 

 

イ  履修指導方法 

入学時に詳細な履修ガイダンスを実施する。2 年次前期の学科選択時に、学科選択にともなう

履修計画について説明会を実施する。また、成績不振者に対しては半期ごとに単位取得状況、

GPA を確認し、教務委員、ゼミナール指導教員等から適切な指導をおこなう。 

 

ウ  卒業要件 

卒業要件は＜表 2＞の通りである。①～⑤の基幹教育科目を 39 単位修得し、「イ 教育課程の

概要及び特色」で示した通り、商学部が提供する科目から、学科共通基礎科目（必修 6 単位）、学

科共通基礎科目（選択必修 6 単位以上）、学科共通外国語科目（選択必修 6 単位以上）、学科ご

との学科専門科目（選択必修 36 単位以上）、展開科目（選択必修 32 単位以上）の 86 単位の合

計 125 単位以上を修得することに加えて、履修登録した全科目について GPA（0-4 の 5 段階評

価）の値が 1 以上であることを卒業要件とする。 

卒業論文の単位数については 6 単位と設定する。卒業論文指導は実質的には 3 年次の 1 月

から始まり、4 年次 2 月の提出まで 13.5 ヶ月を要する。資料収集から章構成の確定、プレゼンテ
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ーション、卒業論文執筆等に 1 週間につき少なくとも 5 時間を卒業論文に充当していると判断す

る。したがって、卒業論文に 6 単位を与えることは妥当であると判断する。       

             

＜表 2＞ 卒業要件 

科目区分 指定単位数 備考 

基 

幹 

教 

育 

科 

目 

① 総合教養科目 選択必修 10 単位 他

10

単

位

を

選

択

必

修 

－ 

② 初年次教育科目 必修 2 単位  

③ 情報リテラシー科目 必修 2 単位 － 

④ 外国語科目  

英語科目 必修 6 単位 － 

初修外国語科目 必修 6 単位 － 

⑤ 健康・スポーツ科学科

目 

講義 必修 2 単位 － 

実習 必修 1 単位 － 

小計 39 単位 － 

基礎教育科目 

（「基礎数学 A」 

「基礎数学 B」 

「統計学基礎 1」） 
 

 

 

 

 

 

合計 86 単位修得 

商学部 指定 3 科目の

み 
 

専 

門 

科 

目 

学科共通基礎科目 必修 6 単位 

学科共通専門科目 9 科目を提供 

選択必修 6 単位以上 

学科共通外国語科目 8 科目を提供 

選択必修 6 単位以上 

学科専門科目 各学科毎に設定 

選択必修 36 単位以上 

展開科目 選択必修 32 単位以上 

小 計 86 単位 － 

合  計 125 単位 － 
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エ  履修モデル 

商学部では①経営学・商学・会計学に関する基礎的知識から専門的知識までを体系的かつ主

体的に修得し、倫理観と責任感を持ってそれらを活かすことができること、②現代の企業や社会が

直面する多様な課題や問題を自ら発見し、分析し、解決する能力を身に付けることを目指してお

り、商学科では（1 設置の趣旨及び必要性 イ  人材養成の方針及びディプロマ・ポリシー）で示

した通り、 

（1）経営学の観点から企業が直面している諸問題の構造を分析し、その諸問題に対してどのような 

行動をとることが望ましいかを明らかにし、社会の持続可能な発展に貢献する能力を身につけ

ている。 

（2）国内外で活動を展開している企業が直面している諸問題の構造を分析し、その諸問題に対し 

てどのような行動をとることが望ましいかを明らかにし、社会の持続可能な発展に貢献する能力 

を身につけている。 

（3）企業の産業的基盤に関する実証的な見解を身につけている。 

（4）経済活動の中で流通組織がもつ機能と役割を理解する知識を身につけている。 

（5）財務会計および管理会計の役割を理解する知識を身につけている。 

これらを達成する事を目標とする。それらに対応する学習モデルとして、履修モデルⅠ～Ⅴを示

す。 

また、公共経営学科においては 

（1）企業の社会的責任や環境・社会政策のあり方を理解する知識を身につけている。 

（2）地域における組織の協働や地域資源の活用を通した地域の内発的な発展を理解する知識を 

身につけている。 

（2）地域や都市の発展や活性化を含め、地域におけるビジネスあるいは産業を分析する知識を身 

につけている。 

（4）産業立地や産業集積など産業の地理的な側面を分析する能力を身につけている。 

これらを達成する事を目標とする。それらに対応する学習モデルとして、履修モデルⅥ～Ⅸを示

す。 

・履修モデルⅠ（商学科の経営系） 資料 2-1 

商学科関連（とくに経営系）の学問的知識を身に付け、おもに企業が直面している諸問題の構 

造を分析し、その諸問題に対してどのような行動をとることが望ましいかを明らかにし、社会の持続

可能な発展に貢献する人材を育成する。 
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・履修モデルⅡ（商学科の国際ビジネス系） 資料 2-2 

商学科関連（とくに国際ビジネス系）の学問的知識を身に付け、おもに国内外で活動を展開して

いる企業が直面している諸問題の構造を分析し、その諸問題に対してどのような行動をとることが

望ましいかを明らかにし、社会の持続可能な発展に貢献する人材を育成する。 

 

・履修モデルⅢ（商学科の産業系） 資料 2-3 

商学科関連（とくに産業系）の学問的知識を身に付け、おもに企業の経営の立地や産業的基盤

に関する実証的な見解を有し、企業が直面している諸問題の構造を分析し、その諸問題に対して

どのような行動をとることが望ましいかを明らかにし、社会の持続可能な発展に貢献する人材を育

成する。 

 

・履修モデルⅣ（商学科の金融・流通系） 資料 2-4 

商学科関連（とくに金融・流通系）の学問的知識を身に付け、直接金融および間接金融の役割

を理解し、また経済活動の中で流通組織がもつ機能と役割を理解して、企業が直面している諸問

題の構造を分析し、その諸問題に対してどのような行動をとることが望ましいかを明らかにし、社会

の持続可能な発展に貢献する人材を育成する。 

 

・履修モデルⅤ（商学科の会計系） 資料 2-5 

商学科関連（とくに会計系）の学問的知識を身に付け、財務会計および管理会計の役割を理解

し、企業が直面している諸問題の構造を分析し、その諸問題に対してどのような行動をとることが望

ましいかを明らかにし、社会の持続可能な発展に貢献する人材を育成する。 

 

・履修モデルⅥ（公共経営学科の社会経営系） 資料 2-6 

経済の地域性や企業の社会性（とくに社会経営系の分野）に関心をもち、企業の社会的責任や

環境・社会政策のあり方を理解し、企業のみならず、地域企業（中小企業）、公的機関、地方自治

体、NPO/NGO などのマネジメントで活躍できる人材を育成する。 
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・履修モデルⅦ（公共経営学科の地域経営系） 資料 2-7 

経済の地域性や企業の社会性（とくに地域経営系の分野）に関心をもち、地域における組織の

協働や地域資源の活用を通した地域の内発的な発展を理解し、企業のみならず、地域企業（中小

企業）、公的機関、地方自治体、NPO/NGO などのマネジメントで活躍できる人材を育成する。 

 

・履修モデルⅧ（公共経営学科の地域産業・まちづくり系） 資料 2-8 

経済の地域性や企業の社会性（とくに地域産業・まちづくり系の分野）に関心をもち、地域や都

市の発展や活性化を含め、地域におけるビジネスあるいは産業を分析し、企業のみならず、地域

企業（中小企業）、公的機関、地方自治体、NPO/NGO などのマネジメントで活躍できる人材を育

成する。 

 

・履修モデルⅨ（公共経営学科の産業地理系） 資料 2-9 

経済の地域性や企業の社会性（とくに産業地理系の分野）に関心をもち、産業集積などの地理

的な側面を分析し、企業のみならず、地域企業（中小企業）、公的機関、地方自治体、NPO/NGO

などのマネジメントで活躍できる人材を育成する。 

 

オ  多様なメディアの活用 

該当なし 

 

カ  履修科目の上限設定 

 履修科目の単位数に求められる学修時間、授業時間外学習を担保し、4 年間を通じた学生の学

修効果を高め、学生が無理なく授業時間外学習に取り組むことができるように、年間の履修科目の

登録上限（CAP 制）は、年間 50 単位未満、前期 25 単位以下、後期 25 単位以下とする。本学の

CAP 制の方針として、自由科目、卒業要件以外の教職・資格系科目等は対象外とすることができ

る。 

 

キ  他大学における授業科目の履修等 

該当なし 
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７  施設，設備等の整備計画 

教育研究に使用する施設、設備等 

商学部において教育研究を行う施設、設備については、「大阪公立大学・大阪公立大学大学院

設置の趣旨等を記載した書類」に記載のほか、森之宮キャンパスに新たに建設する新校舎の施設

と大阪市立大学の杉本キャンパスの施設・設備等を継承する次の施設、設備等により実施すること

から、学生、教員に対して十分な教育研究環境を提供するものである。 

１）講義室・演習室・研究室等 

 商学部では、授業の形態に応じて講義室や演習室等の施設を使用し、専任教員には研究室を

割り当て、学部教育と大学院教育を実施する。商学部における施設概要は次のとおりである。 

【施設概要】 

・講義室  20 室 

・演習室  5 室 

・研究室  46 室（共同研究室、教員居室を含む） 

・実習室  3 室 （分析室） 

 

 

８  入学者選抜の概要 

ア  アドミッション・ポリシー 

商学部では、商学部での学びに必要な基本的な知識と能力、外国語能力を身につけ、企業や

社会について旺盛な探求心と世界的視野と批判的精神を持って学修し、その成果をもって経済社

会の発展と持続可能な社会の実現に積極的に貢献しようとする意欲と能力があり、人間性と将来

性が豊かな学生を求めている。 

また、商学部の掲げる人材養成の方針を理解し、自分の将来に活かす努力を惜しまない学生を

求めている。 

【商学科アドミッション・ポリシー】 

商学部で定めているアドミッション・ポリシーにもとづいて商学科では次のような関心を持つ学生

を求めている。 

・企業が抱える経営並びに国際経営上の諸問題の構造やその解決に関心を持っている人。 

・金融・流通の諸問題の構造やその解決に関心を持っている人。 

・社会における会計の役割に関心を持っている人。 
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【公共経営学科アドミッション・ポリシー】 

商学部で定めているアドミッション・ポリシーにもとづいて公共経営学科では次のような関心を持

つ学生を求めている。 

・企業や経済の地域性や社会性に関心を持っている人。 

・地方公共団体などの公的機関や非営利組織の仕組みや役割に関心を持っている人。 

 

イ  入学者選抜の方法と体制 

【一般選抜（前期日程）】 

大学入学共通テストによって高等学校教育段階においてめざす知識・技能、個別学力試験によ

って商学部での学修に十分に対応できる知識に基づいた思考力・判断力・表現力をそれぞれ確

認し、調査書によって主体性・多様性・協働性を確認して、総合的に評価をおこなう（募集人員 198

名）。 

 

【一般選抜（後期日程）】 

大学入学共通テストによって高等学校教育段階においてめざす知識・技能、商学部での学修に十

分に対応できる知識に基づいた思考力・判断力・表現力をそれぞれ確認し、調査書によって主体

性・多様性・協働性を確認して、総合的に評価をおこなう（募集人員 18 名）。 

 

【専門学科・総合学科卒業生特別選抜】 

大学入学共通テストによって高等学校教育段階においてめざす知識・技能、個別学力試験によ

って商学部での学修に十分に対応できる知識に基づいた思考力・判断力・表現力をそれぞれ確

認し、調査書によって主体性・多様性・協働性を確認して、総合的に評価をおこなう（募集人員 6

名）。 

 

【学校推薦型選抜（商業科等対象）】 

大学入学共通テストによって高等学校教育段階においてめざす知識・技能を確認し、口述試験

と調査書、出身学校長の推薦書、自己推薦書によって学ぶ意欲と商学部での学修に十分に対応

できる知識に基づいた思考力・判断力・表現力、主体性・多様性・協働性を確認して、総合的に評

価をおこなう（募集人員 8 名）。 
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【学校推薦型選抜】 

大学入学共通テストによって高等学校教育段階においてめざす知識・技能、商学部での学修に

十分に対応できる知識に基づいた思考力・判断力・表現力をそれぞれ確認し、調査書、出身学校

長の推薦書および活動報告書によって主体性・多様性・協働性を確認して、総合的に評価をおこ

なう（募集人員 40 名）。 

 

【私費外国人留学生特別選抜】 

日本留学試験で日本語能力及び基礎学力、個別学力検査等では学ぶ意欲と商学部での学修

に十分に対応できる知識に基づいた思考力・判断力・表現力などの準備性をそれぞれ確認し、成

績証明書と合わせて総合的に評価をおこなう（募集人員 若干名）。 

 

ウ  多様な学生の受入 

上記のような多様な入学者選抜の方法により、一般選抜による学生、普通科高校から推薦を受

けた学生、専門学科・総合学科等を卒業した学生、商業系高校から推薦を受けた学生、私費外国

人留学生を受け入れる。 

留学生の受け入れについては、大学で学習するための基礎学力を有していることを個別学力検

査、日本留学試験により確認するとともに、日本語での思考力、判断力、表現力を有していること

を、一般選抜では「国語」で、私費外国人留学生特別選抜では「面接」で、それぞれ確認する。な

お、経費支弁能力や在籍管理については、入学後に教務委員、ゼミナール指導教員等から定期

的に確認することとする。科目等履修生については、口述試験により旺盛な学習意欲と十分な理

解能力を有すると判断した場合に若干名受け入れる。なお、受け入れ数は、正規の学生の受講の

妨げとならない範囲に限定する。その他、正規の学生以外の者の受け入れについては、学則に定

め、それぞれの規程に準じて受け入れを行う場合がある。 

 

 

９  取得可能な資格 

本学部の教育課程を履修することで資格取得が可能であるが、資格取得を卒業要件とは

していない資格は、次のとおりである。 
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商学部商学科 

資格名 種別 

高等学校教諭一種免許状（商業） 国家資格 

商学部公共経営学科 

資格名 種別 

高等学校教諭一種免許状（商業） 国家資格 

 

 

１０  実習の具体的計画 

【教育実習の具体的な計画】 

ア 実習の目的 

本学は 1 学域、11 学部、15 研究科からなる総合大学として、大阪市、大阪府をはじめとする関

西圏を中心とした、教育現場の発展に寄与する高度な専門性を有する教員の養成を目的とする。 

教職課程の集大成にあたる教育実習では、教育現場である学校に実際に身を置くという経験を

通して、教師の使命や具体的な職務内容、教師として必要な資質・能力を改めて認識するともに、

各学域・学部での専門的な学びや教職課程での学びを土台に、学習指導や生徒指導等の教育

活動に取り組むことを通して、教師としての指導力・実践力を高め、教職への適性を確かめることを

目指す。 

 

イ 実習先の確保の状況 

教育実習の実習先として、大阪市教育委員会、大阪府教育委員会から実習受け入れの承諾を

得ている中学校 132 校、高等学校 154 校を確保しており、実習先の確保としては十分な状況にあ

る。 

（資料 3-1 教育実習施設一覧） 

（資料 3-2 大阪府教育委員会、大阪市教育委員会実習受入承諾書） 

 

ウ 実習先との契約内容 

大阪市教育委員会、大阪府教育委員会と実習時に順守するべき事項等について事前に協議

し、決定する。 

エ 実習水準の確保の方策 
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教職課程の各授業科目の履修、教育実習の事前事後指導、学内で実施する教育実習関係の

各種オリエンテーション等を適切に実施することや実習担当の教職員が実習先と密に連絡を取り

合うこと等を通じて実習水準を確保する。 

 

オ 実習先との連携体制 

実習開始前に、本学の教員及び教職担当の事務担当者を通じて、実習先担当教職員と十分な

打ち合わせを行う。また、実習中に随時連絡を取り合える体制を構築する。 

 

カ 実習前の準備状況（感染予防対策・保険等の加入状況） 

学生の健康管理については、本学で全学生対象に年 1 回実施する定期健康診断を受診させ、

学生の健康状況を全学的に把握する。また、学生教育研究災害傷害保険及び学生教育研究賠

償責任保険等の保険加入を義務付ける。さらに、感染予防対策として、事前指導時において予防

接種等の確認を行う。また、実習前のオリエンテーション等を通じて実習中に知りえた情報に関す

る守秘義務の厳守や SNS に実習中の事項を投稿等しないことについて指導する。 

 

キ 事前・事後における指導計画 

教育実習においては、教育実習事前事後指導の授業内で事前指導、事後指導を行う。事前指

導では、教育実践の責任の大きさや奥の深さを認識しつつ実習への総合的な準備をし、実習の一

般的な心構えと教育現場の教育活動に必要とされる知識・態度について理解を深める。事後指導

では、教育実習の反省や考察を少人数による討論によって行う。 

 

ク 教員及び助手の配置並びに巡回指導計画 

教育学を専門とする専任教員に加え、教職課程を設置するすべての各学域・学部、研究科の専

任教員が巡回指導を行う。巡回の回数等は実習校と協議し決定する。 

 

ケ 実習施設における指導者の配置計画 

大阪市教育委員会、大阪府教育委員会及び実習校と適切な指導者の配置について、協議する

体制を整える。 
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コ 成績評価体制及び単位認定方法 

教育実習における成績評価・単位認定については、実習校からの実習に関する評価を基に、大

学の専任教員が総合的な観点から評価し、単位認定を行う。 

 

 

１１  企業実習（インターンシップを含む）や海外語学研修等の学外実習を実施する

場合の具体的計画 

該当なし。 

 

 

１２  昼夜開講制を実施する場合の具体的計画 

該当なし。 

 

 

１３  編入学定員を設定する場合の具体的計画 

該当なし。 

 

 

１４  2 以上の校地において教育研究を行う場合の具体的計画 

大阪公立大学では、2025 年度（令和 7 年度）に森之宮キャンパスを開設し、全学共通教育とし

ての基幹教育を実施する。 

商学部（商学科・公共経営学科）においては、1～2 年次に基幹教育を実施し、収容定員は 540

名である。また、3～4 年次の専門教育を杉本キャンパスで実施し、収容定員は 540 名である。い

ずれの教育も十分な収容定員を確保する。 

森之宮キャンパスにおいては、国際基幹教育機構所属の教員 83 人を配置し基幹教育を実施

する。また、商学部の専任教員も森之宮キャンパスで 1～2 年次配当の専門科目を実施する。杉

本キャンパスには 40 人の専任教員を配置し専門教育を実施する。 

教員のキャンパス間の移動については、教育を実施するそれぞれのキャンパスでの担当授業が

同一日にならないよう時間割を調整する。また、森之宮キャンパスには、他キャンパスを拠点とする

教員向けの執務スペースを設ける。 
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学生に対しては、森之宮キャンパス・杉本キャンパス共に図書館、自習スペース等を整備し、学

生の授業時間外学習を各キャンパスで適切に行えるようにする。さらに、保健管理施設、学生相談

室、履修相談、健康管理、厚生補導の体制を各キャンパスで整備するほか、大学ポータルサイトを

開設する。（参考：資料 4  商学部キャンパスの遷移） 

時間割について、商学部の 1 年次は、月曜日から金曜日の授業科目を森之宮キャンパスで履

修する。 

森之宮キャンパスにおける時間割は、CAP 制に配慮し編成することで、学生が無理なく授業科

目を履修できるようにする。 

また、3 年次以降は全ての授業科目を杉本キャンパスで履修することから、学生は無理なく授業

科目を履修することが可能である。 

 森之宮キャンパスは都心に位置（大阪府大阪市城東区森之宮）しており、公共交通機関等の交

通手段が充実していることから、学生のキャンパス間の移動については問題ないと考えるが、学生

の学修行動（正課外含む）を分析することにより、必要な配慮を検討する。 

キャンパス移動後に単位未修得の授業科目を履修する者、他キャンパスの授業科目を自由科目と

して履修を希望する者に対しては、基本的には面接により授業を実施するため、学生が授業実施

キャンパスに移動することを原則とするが、履修希望者の人数や履修登録状況に応じて、教員が

学生の所属するキャンパスに移動して授業を行うことや、メディアを利用して授業を実施するなど、

学生の履修に配慮するものとする。 

 

 

１５  社会人を対象とした大学教育の一部を校舎以外の場所（サテライトキャンパス） 

で実施する場合の具体的計画 

該当なし。 

 

 

１６  多様なメディアを高度に利用して，授業を教室以外の場所で履修させる場合の

具体的計画 

本学では、平常時の面接による授業の実施を原則とするが、大学設置基準第 25 条第 2 項およ

び本学の学則の規定に基づき、多様なメディアを高度に利用し、同時に双方向に行うことができる
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遠隔授業を実施できることとすることから、カリキュラムの改善等により、多様なメディアを利用した

授業が必要となった場合は、文部科学省の告示の要件等に基づき、実施するものとする。 

 

 

１７  通信教育を実施する場合の具体的計画 

該当なし。 

 

 

１８  管理運営 

 大阪公立大学・大阪公立大学大学院設置の趣旨等を記載した書類参照。 

 

 

１９  自己点検・評価 

大阪公立大学・大阪公立大学大学院設置の趣旨等を記載した書類参照。 

 

 

２０  情報の公表 

大阪公立大学・大阪公立大学大学院設置の趣旨等を記載した書類参照。 

 

 

２１  教育内容等の改善を図るための組織的な研修等 

 本学部では、教育内容等の改善を図るため、毎年専門家を招いて経営学研究科・商学部の FD

研修会を定期的に開催する。 

毎年『「期末試験問題集』」を発行し、試験問題のレベルアップと緩やかな相互チェックを可能と

する。さらにゼミナール指導の成果である学生論文集『CORE』を毎年発行する。 

その他の取り組みについては、大阪公立大学・大阪公立大学大学院設置の趣旨等を記載した書

類参照。 
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２２  社会的・職業的自立に関する指導等及び体制 

ア  教育課程内の取組について 

卒業後の進路である民間企業（営利組織）のみならず、地方公共団体、NPO/NGO などの非営

利組織で活躍する人材、会計専門職や研究者を育成するため、ビジネスの言語と呼ばれる会計を

学ぶ「会計基礎論」・「経営学」・「経済学」を学科共通基礎科目として必修科目に設定している。 

1･2 年次の学科共通専門科目の上に 3・4 年次の学科専門科目を積み上げることにより、それぞ

れの学生の興味関心や進路に合わせたビジネスに関する知識を得ることができ、キャリア形成に

役立つ。 

さらに、専門ゼミナールに 1・2 において経営上の問題に対するより専門的な課題発見能力と課

題解決能力を身に付けることができる。 

提供科目としては、外部講師によって提示された実社会の課題に対して解決策を提示する「キ

ャリアデザイン演習」、海外企業・日本企業を訪問し、調査をおこなう「海外プロジェクト・ゼミナール

A・B」、国際ビジネスパーソンとしての基本的な実践能力を習得できる「ビジネス英語」がある。 

また、各講義に実務家をゲストスピーカーとしても招くケースもあり、専門ゼミナールでの企業訪

問や共同研究などがおこなわれている。 

 

イ  教育課程外の取組について 

 大阪公立大学・大阪公立大学大学院設置の趣旨等を記載した書類等を記載した書類参照。 

 

ウ  適切な体制の整備について 

 先述した取組を適切に行い、学生のキャリア形成のために、全学的な組織としてキャリア支援部

門と協力し、学生の職業的自立を支援する。 



大阪公立大学 商学部 

設置の趣旨等を記載した書類 添付資料 

資料 1 定年退職する教員を特例として新大学で勤務する教員として雇

用する場合の取扱いについて 
P.2 

資料 2-1 履修モデルⅠ（商学科の経営系） P.3 

資料 2-2 履修モデルⅡ（商学科の国際ビジネス系） P.4 

資料 2-3 履修モデルⅢ（商学科の産業系） P.5 

資料 2-4 履修モデルⅣ（商学科の金融・流通系） P.6 

資料 2-5 履修モデルⅤ（商学科の会計系） P.7 

資料 2-6 履修モデルⅥ（公共経営学科の社会経営系） P.8 

資料 2-7 履修モデルⅦ（公共経営学科の地域経営系） P.9 

資料 2-8 履修モデルⅧ（公共経営学科の地域産業・まちづ
くり系） P.10 

資料 2-9 履修モデルⅨ（公共経営学科の産業地理系） P.11 

資料 3-1 教育実習施設一覧 P.12 

資料 3-2 大阪府教育委員会、大阪市教育委員会実習受入
承諾書 P.25 

資料 4 商学部キャンパスの遷移 P.42 

資料 5 カリキュラム・マップ P.43 
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定年退職する教員を特例として新大学で勤務する教員として 

雇用する場合の取り扱いについて 

令和 2年 8月 26日 理事長決裁 

（趣旨） 

１ この要項は、特例として、新大学の完成年度までに定年退職する教員を雇用す

る場合の取り扱いについて定める。 

（適用対象） 

２ この要項の適用対象者（以下「本要項適用者」という。）は、新大学の完成年度

までに定年退職する教員で、担当する授業科目の特性等から同一専門分野の後任

を直ちに確保することが困難である等理事長が特に必要と認める者とする。 

（定年退職後雇用する場合の身分等） 

３ 本要項適用者を雇用する場合の身分は特任教員とし、当該本要項適用者が担当

する学部・学域・研究科において教育研究を行う。 

（任期） 

４ 本要項適用者の任期は、当該本要項適用者が担当する学部・学域・研究科の完成

年度までとする。 

（その他） 

５ 本要項適用者の任期以外の事項については、本要項の適用を受けない特任教員

と同様とする。 

附 則 

この要項は、令和 2年 8月 26日から施行する。 

資料1
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履修モデルⅠ（経営系）

科　目　名 科　目　名 科　目　名 科　目　名

初年次ゼミナール 2 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2

総合教養科目 2

英語A 1 英語 1

英語A 1 英語 1

英語B 1 初修外国語 1

英語B 1 初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

情報リテラシー 2

健康・スポーツ科学概論 2

健康・スポーツ科学演習 1

16科目 12 11 10科目 8 8 0科目 0 0 0科目 0 0 39

経営学 2

会計基礎論 2

経済学 2

キャリアデザイン演習 2 経営学概論 2

プロジェクト・ゼミナール1 2

商学概論 2

管理会計概論 2

外書講読（経営） 2 外書講読（経営情報） 2 ビジネス英語 2

外書講読（商学） 2

経営管理論 2 経営統計論 2

人的資源管理論 2 現代生産システム論 2

経営組織論 2 組織行動論 2

企業戦略論 2 企業評価論 2

経営財務論 2 専門ゼミナール2

経営史 2 卒業論文

経営戦略論 2

事業戦略論 2

オペレーションズ・マネジメント 2

比較企業論 2

経営分析論 2

流通システム論 2

専門ゼミナール1

中小企業論 2 環境政策論 2

公会計論 2 地域マーケティング論 2

中小企業会計論 2 公益事業論 2

産業立地論 2 ベンチャー・マーケティング論 2

4科目 4 4 6科目 6 6 18科目 18 20 11科目 10 18 86

外
国
語

そ
の
他

12

5

学
科

共
通

基
礎

科
目

6

展
開
科
目

4

6

単位 単位 単位 単位

単位
合計

１年次 ２年次 ３年次 ４年次

学
科
専
門
科
目

46

区分

学
科
共
通

専
門
科
目

10

8

学
科

共
通

外
国
語

科
目

専
門
科
目

基
幹
教
育
科
目

初年次

総
合
教
養

16

20

4

20科目 16 15 16科目 14 14 18科目 18 20 11科目 10 18 125単位総計

資料2- 1
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履修モデルⅡ（国際ビジネス系）

科　目　名 科　目　名 科　目　名 科　目　名

初年次ゼミナール 2 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2

総合教養科目 2

英語A 1 英語 1

英語A 1 英語 1

英語B 1 初修外国語 1

英語B 1 初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

情報リテラシー 2

健康・スポーツ科学概論 2

健康・スポーツ科学演習 1

16科目 12 11 10科目 8 8 0科目 0 0 0科目 0 0 39

経営学 2

会計基礎論 2

経済学 2

キャリアデザイン演習 2 経営学概論 2

財務会計概論 2

商学概論 2

海外プロジェクト・ゼミナールA 2

外書講読（経営） 2 ビジネス英語 2 ビジネス・コミュニケーション 2

外書講読（商学） 2 ビジネス・トピックス 2

国際経営論 2 国際資本市場論 2

国際会計論 2 経営組織論 2

国際立地論 2 商業論 2

国際金融論 2 財務会計論 2

マーケティング管理論 2 専門ゼミナール2

産業史 2 卒業論文

事業戦略論 2

比較企業論 2

消費者行動論 2

通商政策論 2

技術論 2

専門ゼミナール1

地域マーケティング論 2 ソーシャル・ビジネス論 2

産業集積論 2 社会関連会計論 2

地域再生論 2 ベンチャー・ビジネス論 2

地域商業論 2

地域経営論 2

4科目 4 4 6科目 6 6 19科目 20 20 10科目 10 16 86

４年次

86単位
以上

専
門
科
目

学
科

共
通

基
礎

科
目

6

学
科
共
通

専
門
科
目

10

学
科

共
通

外
国
語

科
目

10

学
科
専
門
科
目

44

展
開
科
目

総
合
教
養

20

区分
１年次 ２年次 ３年次

基
幹
教
育
科
目

初年次

外
国
語

12

そ
の
他

5

16

卒業要件
単位数単位 単位 単位 単位

単位
合計

39単位
以上

4

6

4

20科目 16 15 16科目 14 14 19科目 20 20 10科目 10 16 125単位総計 125単位以上

資料2- 2
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履修モデルⅢ（産業系）

科　目　名 科　目　名 科　目　名 科　目　名

初年次ゼミナール 2 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2

総合教養科目 2

英語A 1 英語 1

英語A 1 英語 1

英語B 1 初修外国語 1

英語B 1 初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

情報リテラシー 2

健康・スポーツ科学概論 2

健康・スポーツ科学演習 1

16科目 12 11 10科目 8 8 0科目 0 0 0科目 0 0 39

経営学 2

会計基礎論 2

経済学 2

経営学概論 2

財務会計概論 2

プロジェクト・ゼミナール1 2

管理会計概論 2

商学概論 2

外書講読（経営） 2 外書講読（経営情報） 2

外書講読（ﾌｧｲﾅﾝｽ） 2 ビジネス・トピックス 2

経営史 2 現代生産システム論 2

経営統計論 2 経営組織論 2

産業史 2 技術論 2

環境論 2 比較企業論 2

マーケティング管理論 2 専門ゼミナール2

国際立地論 2 卒業論文

日本産業論 2

商業論 2

比較産業論 2

産業統計論 2

流通システム論 2

通商政策論 2

専門ゼミナール1

中小企業論 2 観光論 2

地域経済論 2 産業集積論 2

地域再生論 2 地域経営論 2

産業立地論 2

政策形成論 2

3科目 4 2 7科目 8 6 20科目 20 22 9科目 8 16 86

86単位
以上

専
門
科
目

学
科

共
通

基
礎

科
目

6

学
科
共
通

専
門
科
目

10

学
科

共
通

外
国
語

科
目

8

学
科
専
門
科
目

46

展
開
科
目

16

4

39単位
以上

総
合
教
養

20

外
国
語

12

そ
の
他

5

単位
合計

卒業要件
単位数単位 単位 単位 単位

4

6

区分
１年次 ２年次 ３年次 ４年次

基
幹
教
育
科
目

初年次

19科目 16 13 17科目 16 14 20科目 20 22 9科目 8 16 125単位総計 125単位以上

資料2- 3
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履修モデルⅣ（金融・流通系）

科　目　名 科　目　名 科　目　名 科　目　名

初年次ゼミナール 2 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2

総合教養科目 2

英語A 1 英語 1

英語A 1 英語 1

英語B 1 初修外国語 1

英語B 1 初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

情報リテラシー 2

健康・スポーツ科学概論 2

健康・スポーツ科学演習 1

16科目 12 11 10科目 8 8 0科目 0 0 0科目 0 0 39

経営学 2

会計基礎論 2

経済学 2

キャリアデザイン演習 2 財務会計概論 2

プロジェクト・ゼミナール1 2

商業概論 2

管理会計概論 2

外書講読（ファイナンス） 2 外書講読（会計） 2 ビジネス英語 2

外書講読（経営) 2

国際金融論 2 国際会計論 2

金融機関論 2 企業評価論 2

国際資本市場論 2 組織行動論 2

原価計算論 2 専門ゼミナール2

環境論 2 卒業論文

産業史 2

消費者行動論 2

証券市場論 2

流通システム論 2

管理会計論 2

商業論 2

経営分析論 2

通商政策論 2

専門ゼミナール1

中小企業論 2 環境政策論 2

地域経済論 2 地域金融論 2

地域マーケティング論 2 中小企業会計論 2

地域商業論 2

ベンチャー・マーケティング論 2

4科目 4 4 6科目 6 6 20科目 20 22 9科目 6 18 86

専
門
科
目

学
科

共
通

基
礎

科
目

6

学
科
共
通

専
門
科
目

10

学
科

共
通

外
国
語

科
目

8

学
科
専
門
科
目

46

展
開
科
目

16

86単位
以上

4

区分
１年次 ２年次 ３年次 ４年次 単位

合計
卒業要件
単位数単位 単位 単位 単位

39単位
以上外

国
語

12

そ
の
他

5

初年次

4

6

基
幹
教
育
科
目

総
合
教
養

20

20科目 16 15 16科目 14 14 20科目 20 22 9科目 6 18 125単位総計 125単位以上

資料2- 4
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履修モデルⅤ（会計系）

科　目　名 科　目　名 科　目　名 科　目　名

初年次ゼミナール 2 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2

総合教養科目 2

英語A 1 英語 1

英語A 1 英語 1

英語B 1 初修外国語 1

英語B 1 初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

情報リテラシー 2

健康・スポーツ科学概論 2

健康・スポーツ科学演習 1

16科目 12 11 10科目 8 8 0科目 0 0 0科目 0 0 39

経営学 2

会計基礎論 2

経済学 2

キャリアデザイン演習 2 財務会計概論 2

経営学概論 2

管理会計概論 2

海外プロジェクト・ゼミナールA 2

外書講読（会計） 2 外書講読（ﾌｧｲﾅﾝｽ） 2 ビジネス・コミュニケーション 2

外書講読（経営） 2 ビジネス英語 2

国際会計論 2 原価計算論 2

経営統計論 2 管理会計システム論 2

経営管理論 2 産業統計論 2

経営財務論 2 証券市場論 2

企業戦略論 2 専門ゼミナール2

経営史 2 卒業論文

財務会計論 2

会計監査論 2

企業評価論 2

管理会計論 2

経営分析論 2

経営戦略論 2

専門ゼミナール1

社会関連会計論 2 ビジネス・モデル論 2

公会計論 2 中小企業会計論 2

税務会計論 2

非営利組織会計論 2

ベンチャー・ビジネス論 2

4科目 4 4 6科目 6 6 20科目 18 24 9科目 8 16 86

86単位
以上

専
門
科
目

学
科

共
通

基
礎

科
目

6

学
科
共
通

専
門
科
目

10

学
科

共
通

外
国
語

科
目

10

学
科
専
門
科
目

46

展
開
科
目

14

4

39単位
以上

総
合
教
養

20

外
国
語

12

そ
の
他

5

単位
合計

卒業要件
単位数単位 単位 単位 単位

6

4

区分
１年次 ２年次 ３年次 ４年次

基
幹
教
育
科
目

初年次

20科目 16 15 16科目 14 14 20科目 18 24 9科目 8 16 125単位総計 125単位以上

資料2- 5
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履修モデルⅥ（社会経営系）

科　目　名 科　目　名 科　目　名 科　目　名

初年次ゼミナール 2 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2

総合教養科目 2

英語A 1 英語 1

英語A 1 英語 1

英語B 1 初修外国語 1

英語B 1 初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

情報リテラシー 2

健康・スポーツ科学概論 2

健康・スポーツ科学演習 1

16科目 12 11 10科目 8 8 0科目 0 0 0科目 0 0 39

経営学 2

会計基礎論 2

経済学 2

キャリアデザイン演習 2 経営学概論 2

財務会計概論 2

海外プロジェクト・ゼミナールB 2

管理会計概論 2

外書講読(経営） 2 外書講読（経営情報） 2

外書講読（商学） 2 ビジネス・トピックス 2

公共経営序論 2 文化政策論 2 ソーシャル・ビジネス論 2

公共経営ワークショップ 2 環境政策論 2 自治体財政論 2

公会計論 2 公益事業論 2

社会関連会計論 2 産業立地論 2

ビジネス・モデル論 2 専門ゼミナール2

地域経営論 2 卒業論文

地域金融論 2

政策形成論 2

非営利組織会計論 2

組織文化論 2

専門ゼミナール1

国際会計論 2 金融機関論 2

環境論 2 産業統計論 2

経営戦略論 2 日本産業論 2

比較企業論 2

会計監査論 2

4科目 4 4 8科目 8 8 18科目 16 22 9科目 6 18 86

16

86単位
以上

専
門
科
目

学
科

共
通

基
礎

科
目

6

学
科
共
通

専
門
科
目

10

学
科

共
通

外
国
語

科
目

8

学
科
専
門
科
目

46

展
開
科
目

4

総
合
教
養

20

区分
１年次 ２年次 ３年次 ４年次

4

6

単位
合計

基
幹
教
育
科
目

卒業要件
単位数単位 単位 単位 単位

39単位
以上外

国
語

12

そ
の
他

5

初年次

20科目 16 15 18科目 16 16 18科目 16 22 9科目 6 18 125単位総計 125単位以上

資料2- 6
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履修モデルⅦ（地域経営系）

科　目　名 科　目　名 科　目　名 科　目　名

初年次ゼミナール 2 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2

総合教養科目 2

英語A 1 英語 1

英語A 1 英語 1

英語B 1 初修外国語 1

英語B 1 初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

情報リテラシー 2

健康・スポーツ科学概論 2

健康・スポーツ科学演習 1

16科目 12 11 10科目 8 8 0科目 0 0 0科目 0 0 39

経営学 2

会計基礎論 2

経済学 2

キャリアデザイン演習 2 経営学概論 2 プロジェクト・ゼミナール2 2

プロジェクト・ゼミナール1 2

商学概論 2

管理会計概論 2

外書講読（経営） 2 外書講読（商学） 2 ビジネス・コミュニケーション 2

外書講読（ファイナンス） 2

公共経営序論 2 地域経済論 2 自治体財政論 2

公共経営ワークショップ 2 中小企業論 2 中小企業会計論 2

環境政策論 2 大阪ビジネス論 2

公会計論 2 専門ゼミナール2

社会関連会計論 2 卒業論文

産業立地論 2

税務会計論 2

地域経営論 2

公益事業論 2

地域金融論 2

地域商業論 2

専門ゼミナール1

経営史 2 経営管理論 2

管理会計システム論 2 金融機関論 2

事業戦略論 2 オペレーションズ・マネジメント 2

比較産業論 2

4科目 4 4 7科目 6 8 19科目 18 22 9科目 8 16 86

86単位
以上

専
門
科
目

学
科

共
通

基
礎

科
目

6

学
科
共
通

専
門
科
目

12

学
科

共
通

外
国
語

科
目

8

学
科
専
門
科
目

46

展
開
科
目

14

4

39単位
以上

総
合
教
養

20

外
国
語

12

そ
の
他

5

単位
合計

卒業要件
単位数単位 単位 単位 単位

4

6

区分
１年次 ２年次 ３年次 ４年次

基
幹
教
育
科
目

初年次

20科目 16 15 17科目 14 16 19科目 18 22 9科目 8 16 125単位総計 125単位以上

資料2- 7
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履修モデルⅧ（地域産業・まちづくり系）

科　目　名 科　目　名 科　目　名 科　目　名

初年次ゼミナール 2 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2

総合教養科目 2

英語A 1 英語 1

英語A 1 英語 1

英語B 1 初修外国語 1

英語B 1 初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

情報リテラシー 2

健康・スポーツ科学概論 2

健康・スポーツ科学演習 1

16科目 12 11 10科目 8 8 0科目 0 0 0科目 0 0 39

経営学 2

会計基礎論 2

経済学 2

キャリアデザイン演習 2 経営学概論 2

財務会計概論 2

商学概論 2

海外プロジェクト・ゼミナールB 2

外書講読（商学） 2 外書講読（会計） 2 ビジネス英語 2

外書講読（経営） 2

公共経営序論 2 地域経済論 2 観光論 2

公共経営ワークショップ 2 地域マーケティング論 2 組織文化論 2

環境政策論 2 大阪ビジネス論 2

社会関連会計論 2 専門ゼミナール2

ソーシャル・ビジネス論 2 卒業論文

中小企業論 2

地域商業論 2

地域経営論 2

ベンチャー・ビジネス論 2

ベンチャー・マーケティング論 2

地域金融論 2

税務会計論 2

専門ゼミナール1

企業戦略論 2 現代生産システム論 2

人的資源管理論 2 商業論 2

消費者行動論 2

比較産業論 2

会計監査論 2

4科目 4 4 7科目 6 8 20科目 18 24 8科目 6 16 86

86単位
以上

専
門
科
目

学
科

共
通

基
礎

科
目

6

学
科
共
通

専
門
科
目

10

学
科

共
通

外
国
語

科
目

8

学
科
専
門
科
目

48

展
開
科
目

14

4

39単位
以上

総
合
教
養

20

外
国
語

12

そ
の
他

5

単位
合計

卒業要件
単位数単位 単位 単位 単位

4

6

区分
１年次 ２年次 ３年次 ４年次

基
幹
教
育
科
目

初年次

20科目 16 15 17科目 14 16 20科目 18 24 8科目 6 16 125単位総計 125単位以上

資料2- 8
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履修モデルⅨ（産業地理系）

科　目　名 科　目　名 科　目　名 科　目　名

初年次ゼミナール 2 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2 総合教養科目 2

総合教養科目 2

総合教養科目 2

英語A 1 英語 1

英語A 1 英語 1

英語B 1 初修外国語 1

英語B 1 初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

初修外国語 1

情報リテラシー 2

健康・スポーツ科学概論 2

健康・スポーツ科学演習 1

16科目 12 11 10科目 8 8 0科目 0 0 0科目 0 0 39

経営学 2

会計基礎論 2

経済学 2

財務会計概論 2 プロジェクト・ゼミナール2 2

プロジェクト・ゼミナール1 2

商学概論 2

管理会計概論 2

外書講読（商学） 2 外書講読（経営） 2 ビジネス・コミュニケーション 2

外書講読（会計） 2

公共経営序論 2 産業集積論 2 環境政策論 2

公共経営ワークショップ 2 地域再生論 2 文化政策論 2

地域経済論 2 組織文化論 2

地域マーケティング論 2 専門ゼミナール2

ビジネス・モデル論 2 卒業論文

自治体財政論 2

産業立地論 2

地域金融論 2

大阪ビジネス論 2

ベンチャー・マーケティング論 2

地域経営論 2

地域商業論 2

専門ゼミナール1

国際立地論 2 マーケティング管理論 2

国際経営論 2 事業戦略論 2

日本産業論 2 比較産業論 2

産業統計論 2

3科目 4 2 8科目 8 8 19科目 20 20 9科目 8 16 86

86単位
以上

専
門
科
目

学
科

共
通

基
礎

科
目

6

学
科
共
通

専
門
科
目

10

学
科

共
通

外
国
語

科
目

8

学
科
専
門
科
目

48

展
開
科
目

14

4

39単位
以上

総
合
教
養

20

外
国
語

12

そ
の
他

5

単位
合計

卒業要件
単位数単位 単位 単位 単位

4

6

区分
１年次 ２年次 ３年次 ４年次

基
幹
教
育
科
目

初年次

19科目 16 13 18科目 16 16 19科目 20 20 9科目 8 16 125単位総計 125単位以上

資料2- 9

11



資料3-1
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15



16



17



18



19



20



21



22



23



24



商学部キャンパスの遷移
新大学 新キャンパス整備に伴う校地（教育実施場所）遷移について

1年 2年 3年 4年

大阪府立大学
大阪市立大学

1年 2年 3年 4年

大阪府立大学
大阪市立大学

1年 2年 3年 4年

大阪府立大学 中百舌鳥
大阪市立大学 杉本

森之宮キャンパスの完成・竣工（全学生移動）

1年 2年 3年 4年
新大学

※在籍する旧大学学部学生も必要な一部授業を除いては新大学学生と同じ

森之宮 杉本2025年

度
森之宮キャ

ンパス開設

杉本

2023年度
新大学

中百舌鳥
杉本

2024年度
新大学

杉本

杉本

学部

2022年度

新大学開

学

学年

新大学 杉本

中百舌鳥

資料4

42



商学部 商学科 カリキュラムマップ

【設置の趣旨・必要性】 【養成する人材像】
〇大阪市立大学商学部は1880（明治13）年に商都大阪に設立された大阪商業講習 所や、1928（昭和3）年創立の前身旧制大
阪商科大学（大阪商大）の正統的な伝 統を引継ぎながら、経済界（実業界）のみならず、経済界、学界、地域で活躍す る有為
な人材を数多く輩出してきた。
〇大阪府立大学経済学部は1954（昭和29）年に大阪の産業振興を担う人材の育成 を使命として設立され、経済、政治、教育、
文化の分野で貢献する人材を輩出し てきた。
〇新たに誕生する大阪公立大学商学部は、「商学科」と「公共経営学科」の2学 科体制を維持・継続し、経済分野や地域で活
躍・貢献する人材を育成する。

〇経営学・商学・会計学の学問的知識を身につけ、倫理観と責任感を持ってそれらを活かすことのできる人材を養成する。
〇企業のみならず、公的機関（自治体）、NPO/NGOなどのマネジメントの分野で活躍できる人材を養成する。
〇課題発見能力と課題解決能力を身に付けた個性と社会性あふれる人材を養成する。
【経営系】商学科関連（とくに経営系）の学問的知識を身に付け、おもに企業が直面している諸問題の構造を分析し、その諸問題に対してどのような行動をとることが望ましいかを明らかにし、社会の持続可能な発展に貢献する人材を育成する。
【国際ビジネス系】商学科関連（とくに国際ビジネス系）の学問的知識を身に付け、おもに国内外で活動を展開している企業が直面している諸問題の構造を分析し、その諸問題に対してどのような行動をとることが望ましいかを明らかにし、社会の持続可能な発展に貢献する人材を育成する。
【産業系】商学科関連（とくに産業系）の学問的知識を身に付け、おもに企業の経営の立地や産業的基盤に関する実証的な見解を有し、企業が直面している諸問題の構造を分析し、その諸問題に対してどのような行動をとることが望ましいかを明らかにし、社会の持続可能な発展に貢献する人材を育成する。
【金融・流通系】商学科関連（とくに金融・流通系）の学問的知識を身に付け、直接金融および間接金融の役割を理解し、また経済活動の中で流通組織がもつ機能と役割を理解して、企業が直面している諸問題の構造を分析し、その諸問題に対してどのような行動をとることが望ましいかを明らかにし、社会の持続可能な発展に貢献する人材を育成する。
【会計系】商学科関連（とくに会計系）の学問的知識を身に付け、財務会計および管理会計の役割を理解し、企業が直面している諸問題の構造を分析し、その諸問題に対してどのような行動をとることが望ましいかを明らかにし、社会の持続可能な発展に貢献する人材を育成する。

教育課程

１年 ２年

大手及び中小の
製造、金融・証

券、運輸・電力・ガ
ス、建設・不動
産、情報通信、
サービス・教育、
監査法人、公務
員、大学院進学

想定される
進路・就職先

高等学校
教員

３年 ４年

後期 前期 後期前期 前期後期 前期 後期

専門ゼミナール1 専門ゼミナール2

【基幹教育科目】・総合教養科目 ・初年次教育科目 ・情報リテラシー科目

・外国語科目 ・健康・スポーツ科学科目

【基礎教育科目】・基礎数学A ・基礎数学B ・統計学基礎1

卒業論文

職業指導1 職業指導2 商業科教育法1A 商業科教育法2Ａ

国際立地論

【経営系】

経営管理論

経営史

人的資源管理論

経営財務論

経営戦略論

経営組織論 現代生産システム論

マーケティング管理論

事業戦略論

組織行動論

企業戦略論

オペレーションズ・マネジメント

経営統計論

国際経営論

国際金融論

国際資本市場論通商政策論 比較企業論

技術論

日本産業論

産業史 産業統計論環境論

比較産業論

証券市場論

商業論

金融機関論 流通システム論

消費者行動論

原価計算論 国際会計論経営分析論 会計監査論

財務会計論

企業評価論

管理会計論管理会計システム論

【国際ビジネス系】

【産業系】

【金融・流通系】

【会計系】

【金融・流通系】【会計系】へ

経営学概論、商学概論へ

財務会計概論、管理会計概論へ

学科としては、他学科科目の

履修を推奨するため他学科

科目を記載する。

応用

公会計論 ソーシャル・ビジネス論非営利組織会計論 政策形成論

社会関連会計論 ビジネス・モデル論公益事業論

環境政策論

組織文化論

地域経済論 自治体財政論地域経営論 中小企業会計論

中小企業論 税務会計論

地域マーケティング論 観光論地域商業論 ベンチャー・ビジネス論

地域金融論 ベンチャー・マーケティング論

産業集積論 地域再生論産業立地論 大阪ビジネス論

【社会経営系】

【地域経営系】

【地域産業・

まちづくり系】

【産業地理系】

CP① 商学部で学ぶた

めの基礎的な知識と能

力を身に付ける。

（DP①②③④⑤）

CP② 商学部の専門分

野である経営学・商学・

会計学に関する基礎的

な知識と能力、学問的

関心を身に付ける。（DP

②）

CP③ ビジネスや商学

部の専門に関する外国

語の能力と知識の習得

を目指す。（DP②）

CP④ 1、2年次で形成し

た専門基礎知識を活か

して、学科専門科目を履

修する。商学科では主

に企業のマネジメントで

活躍し、社会の持続可

能な発展に貢献できる

能力を獲得した学生を

育てる。

（DP①②③④⑤）

CP⑤ 周辺領域にあっ

て専門的知識向上の助

けとなる知識や、関心を

深め、さらに発展させる。

（DP①②③④⑤）

AP① 企業が

抱える経営並

びに国際経営

上の諸問題の

構造やその解

決に関心を

持っている人

（CP①②③④

⑤）

AP② 金融・

流通の諸問題

の構造やその

解決に関心を

持っている人

（CP④）

AP③ 社会に

おける会計の

役割に関心を

持っている人

（CP④）

ＤＰ①

経営学の観点から企

業が直面している諸

問題の構造を分析し、

その諸問題に対して

どのような行動をとる

ことが望ましいかを明

らかにし、社会の持続

可能な発展に貢献す

る能力を身につけて

いる。（CP①④⑤）

ＤＰ②

国内外で活動を展開

している企業が直面し

ている諸問題の構造

を分析し、その諸問題

に対してどのような行

動をとることが望まし

いかを明らかにし、社

会の持続可能な発展

に貢献する能力を身

につけている。

（CP①②③④）

ＤＰ③

企業の産業的基盤に

関する実証的な見解

を身につけている。

（CP①④⑤）

ＤＰ④

経済活動の中で流通

組織がもつ機能と役

割を理解する知識を

身につけている。（CP

①④⑤）

ＤＰ⑤

財務会計および管

理会計の役割を理

解する知識を身に

つけている。

（CP①④⑤）

経営学

会計基礎論

経済学

経営学概論 商学概論

財務会計概論 管理会計概論

プロジェクト・ゼミナール1 プロジェクト・ゼミナール2
海外プロジェクト・ゼミナールA

海外プロジェクト・ゼミナールB
キャリアデザイン演習

外書講読（経営） 外書講読（経営情報）外書講読（商学） 外書講読（ﾌｧｲﾅﾝｽ）外書講読（会計）

ビジネス英語 ビジネス・コミュニケーション ビジネス・トピックス

【経営系】【国際ビジネス系】【産業系】へ

基礎

必修科目：赤字太字下線

選択科目：黒字

赤枠：応用 緑枠：基礎

学科共通基礎科目

学科共通専門科目

学科共通外国語科目

学科専門科目

展開科目

教職科目

凡例

文化政策論

ディプロマ・

ポリシー

アドミッション・

ポリシー

カリキュラム・

ポリシー

資料5
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商学部 公共経営学科 カリキュラムマップ

【設置の趣旨・必要性】 【養成する人材像】

後期後期 前期 後期

〇経営学・商学・会計学の学問的知識を身につけ、倫理観と責任感を持ってそれらを活かすことのできる人材を養成する。
〇企業のみならず、公的機関（自治体）、NPO/NGOなどのマネジメントの分野で活躍できる人材を養成する。
〇課題発見能力と課題解決能力を身に付けた個性と社会性あふれる人材を養成する。
【社会経営系】経済の地域性や企業の社会性（とくに社会経営系の分野）に関心をもち、企業の社会的責任や環境・社会政策のあり方を理解し、企業のみならず、地域企業（中小企業）、公的機関、地方自治体、NPO/NGOなどのマネジメントで活躍できる人材を育成する。
【地域経営系】経済の地域性や企業の社会性（とくに地域経営系の分野）に関心をもち、地域における組織の協働や地域資源の活用を通した地域の内発的な発展を理解し、企業のみならず、地域企業（中小企業）、公的機関、地方自治体、NPO/NGOなどのマネジメントで活躍できる人材を育成する。
【地域産業・まちづくり系】商学科関連（とくに産業系）の学問的知識を身に付け、おもに企業の経営の立地や産業的基盤に関する実証的な見解を有し、企業が直面している諸問題の構造を分析し、その諸問題に対してどのような行動をとることが望ましいかを明らかにし、社会の持続可能な発展に貢献する人材を育成する。
【産業地理系】経済の地域性や企業の社会性（とくに産業地理系の分野）に関心をもち、産業集積などの地理的な側面を分析し、企業のみならず、地域企業（中小企業）、公的機関、地方自治体、NPO/NGOなどのマネジメントで活躍できる人材を育成する。

〇大阪市立大学商学部は1880（明治13）年に商都大阪に設立された大阪商業講習 所や、1928（昭和3）年創立の前身旧制大
阪商科大学（大阪商大）の正統的な伝 統を引継ぎながら、経済界（実業界）のみならず、経済界、学界、地域で活躍す る有為
な人材を数多く輩出してきた。
〇2018（平成30）年4月に新たに「公共経営学科」を設置し、公共・非営利分野 で活躍する人材の育成が求められる社会的要
請に応えるために、公的機関や非営 利組織、地域企業（中小企業）、CSR（企業の社会的責任）等について重点的に 学ぶ機
会を拡大した。
〇大阪府立大学経済学部は1954（昭和29）年に大阪の産業振興を担う人材の育成 を使命として設立され、経済、政治、教
育、文化の分野で貢献する人材を輩出し てきた。
〇新たに誕生する大阪公立大学商学部は、「商学科」と「公共経営学科」の2学 科体制を維持・継続し、経済分野や地域で活
躍・貢献する人材を育成する。

想定される
進路・就職先

大手及び中小の
製造、金融・証券、
運輸・電力・ガス、
建設・不動産、情
報通信、サービ

ス・教育、監査法
人、公務員、大学

院進学

高等学校
教員

教育課程

１年 ２年 ３年 ４年

前期 前期後期 前期

【基幹教育科目】・総合教養科目 ・初年次教育科目 ・情報リテラシー科目

・外国語科目 ・健康・スポーツ科学科目

【基礎教育科目】・基礎数学A ・基礎数学B ・統計学基礎1

職業指導1 職業指導2 商業科教育法1A 商業科教育法2Ａ

経営学概論、商学概論へ

財務会計概論、管理会計概論へ

【社会経営系】【地域産業・まちづくり系】【産業地理系】へ

【地域経営系】へ

公共経営序論

専門ゼミナール1 専門ゼミナール2

卒業論文
公共経営ワークショップ

CP① 商学部で学ぶた

めの基礎的な知識と能

力を身に付ける。

（DP①②③④⑤）

CP② 商学部の専門分

野である経営学・商

学・会計学に関する基

礎的な知識と能力、学

問的関心を身に付ける。

（DP②）

CP③ ビジネスや商学

部の専門に関する外国

語の能力と知識の習得

を目指す。

（DP②）

CP④ 1、2年次で形成

した専門基礎知識を活

かして、学科専門科目

を履修する。公共経営

学科では公共性と社会

性をキーワードに企業

のみならず、地方公共

団体、NPO/NGOなどで

活躍するマネジメント

能力を育てる

（DP①②③④）

CP⑤ 周辺領域にあっ

て専門的知識向上の助

けとなる知識や、関心

を深め、さらに発展さ

せる。

（DP①②③④⑤）

AP① 企業や

経済の地域性

や社会性に関

心を持ってい

る人（CP①②

③④⑤）

AP② 地方公

共団体などの

公的機関や非

営利組織の仕

組みや役割に

関心を持って

いる人

（CP①②③④

⑤）

必修科目：赤字太字下線

選択科目：黒字

赤枠：応用 緑枠：基礎

学科共通基礎科目

学科共通専門科目

学科共通外国語科目

学科専門科目

展開科目

教職科目

凡例

経営学

会計基礎論

経済学

経営学概論 商学概論

財務会計概論 管理会計概論

プロジェクト・ゼミナール1 プロジェクト・ゼミナール2
海外プロジェクト・ゼミナールA

海外プロジェクト・ゼミナールB
キャリアデザイン演習

外書講読（経営） 外書講読（経営情報）外書講読（商学） 外書講読（ﾌｧｲﾅﾝｽ）外書講読（会計）

ビジネス英語 ビジネス・コミュニケーション ビジネス・トピックス

基礎

公会計論 ソーシャル・ビジネス論非営利組織会計論 政策形成論

社会関連会計論 ビジネス・モデル論公益事業論

環境政策論 文化政策論

地域経済論 自治体財政論地域経営論 中小企業会計論

中小企業論 税務会計論

地域マーケティング論 観光論地域商業論 ベンチャー・ビジネス論

地域金融論 ベンチャー・マーケティング論

産業集積論 地域再生論産業立地論 大阪ビジネス論

【社会経営系】

【地域経営系】

【地域産業・

まちづくり系】

【産業地理系】

応用

国際立地論

【経営系】

経営管理論

経営史

人的資源管理論

経営財務論

経営戦略論

経営組織論 現代生産システム論

マーケティング管理論

事業戦略論

組織行動論

企業戦略論

オペレーションズ・マネジメント

経営統計論

国際経営論

国際金融論

国際資本市場論通商政策論 比較企業論

技術論

日本産業論

産業史 産業統計論環境論

比較産業論

証券市場論

商業論

金融機関論 流通システム論

消費者行動論

原価計算論 国際会計論経営分析論 会計監査論

財務会計論

企業評価論

管理会計論管理会計システム論

【国際ビジネス系】

【産業系】

【金融・流通系】

【会計系】

ＤＰ①

企業の社会的責任や環

境・社会政策のあり方

を理解する知識を身に

つけている。

（CP①②④⑤）

ＤＰ②

地域における組織の協

働や地域資源の活用を

通した地域の内発的な

発展を理解する知識を

身につけている。

（CP①③④）

ＤＰ③

地域や都市の発展や活

性化を含め、地域にお

けるビジネスあるいは

産業を分析する知識を

身につけている。

(CP①④⑤）

ＤＰ④

産業立地や産業集積な

ど産業の地理的な側面

を分析する能力を身に

つけている。

（CP①④⑤）

組織文化論

アドミッション・

ポリシー

カリキュラム・

ポリシー
ディプロマ・

ポリシー
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